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ている｡ 日本国内でのSRIには､厚生年金基金連合会の ｢コーポレー ト･ガバ























































































公表した｡GRIガイ ドラインは､持続可能性実現のためには経済 ･環境 ･社会
的側面から企業経営にアプローチする必要があるとの認識から､経済 ･環境 ･















































































































































































分 類 項 目
重要性 完全性 対応性
4つのパラメータ 開示の対象範囲 開示の有無
コー ポレート・ガパナンス 2 全 あり
経 戸凸ヱ4 コンブライアンス＆ 2 圏内 ありリスクマネジメント
マネジメントシステム 2 圏内 あり
お客様対応 2 国内 あり
お客様
製品の安全管理 3 圏内 あり
株主・投資家 IR活動 2 ノ1、ニ あり
グリーン調達・ 4 圏内 あり
調達先 含有科学物質管理
CSR調達 2 国内 あり
人事 ・教育研修 3 本体 あり
従業員 多様性と機会均等 2 本体 あり
労働安全衛生 3 本体 あり
社会貢献活動 社会貢献活動 2 圏内 あり
グリーンポリシー 3 全 あり
環境配慮、設計 3 ノ1ヘニ あり
環境活動 科学物質管理 3 全 あり
地球温暖化防止 4 全 あり
省資源 3 ノ.＝！＼.ニ あり
地域住民 地域住民との対話 2 全 あり
















































































































2 環境省が毎年実施 している ｢環境にやさしい企業行動調査｣で､東京､大阪､名古屋の
各証券取引所の 1部､2郡 上二場企業2,695社および従業員数500人以 上の非上場企業等3,749
社､合計6,44(,1社を対象としており､平成18年8月に調査開始｡有効回答数は､上場企業1,213
社 (450/.)､非 上二場企業等1,478社 (39.4%)､合計2,691社 (41.8%)となっている｡
3 (財)日本規格協会編 『CSR企業の社会的責任 事例による企業活動最前線』(財)日本規格
協会､2004年､p.114所収
･1 環境省による ｢環境にやさしい企業行動調査｣









よる トレンドウオッチ ｢ステークホルダー ･エンゲージメン トに向けて～2006年発行のCSR
報告書に見るu本企業の関心～｣を参考にした｡詳しくは､みすず監査法人のHPを参照さ
れたい｡
























環境省 ･[体 公認会計士協会編 『csR情報審査に関する研究報告』2007年

















富士フイ′レム 『社会 ･環境 レポー ト2006』
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